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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第55期

前第１四半期連結
累計(会計)期間

第56期
当第１四半期連結
累計(会計)期間

第55期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高 (百万円) 7,314 7,545 27,959

経常損失(△) (百万円) △1,086 △542 △6,047

四半期(当期)
純損失(△)

(百万円) △1,165 △682 △20,857

純資産額 (百万円) 84,797 64,396 65,325

総資産額 (百万円) 96,808 76,729 81,510

１株当たり純資産額 (円) 2,380.99 1,808.03 1,833.18

１株当たり四半期
(当期)純損失金額(△)

(円) △32.71 △19.15 △585.66

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 87.6 83.9 80.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 230 △4,525 130

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △924 △2,434 △2,421

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △551 △156 △1,142

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 31,691 22,805 30,245

従業員数 (名) 2,013 1,608 2,017

(注) １  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間における、関係会社の異動は以下のとおりであります。

　

新規

名称 住所
資本金

又は出資金

主要な事業の

内容

議決権の

所有(被所有)割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

株式会社ドクターネット 栃木県宇都宮市 228百万円
遠隔医療支援事業

ITソリューション事業

100

(100)
― 役員の兼任  １名

（注）「議決権の所有又は(被所有)割合」欄の（　）内は、間接所有割合で内書きで表示しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 1,608 〔285〕

(注) １  従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。)であり、臨時従業員数は〔　〕内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。

　　なお、提出会社の従業員で出向先子会社の役員として就業している者(９名)については、上記従業員数には含ま

れておりません。

２  臨時従業員は、パートタイム労働者及び派遣社員であります。

３  従業員数が当第１四半期連結会計期間において409名減少しておりますが、その主な理由は希望退職制度の実

施によるものです。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数(名) 602 〔234〕

(注) １  従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員

数は〔　〕内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２  従業員数につきましては、海外現地採用従業員14名及び嘱託社員２名及び契約社員109名を含んでおります。

３  臨時従業員は、パートタイム労働者及び派遣社員であります。

４  従業員数が当第１四半期連結会計期間において317名減少しておりますが、その主な理由は希望退職制度の実

施によるものです。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日) 前年同四半期比(％)

金額(百万円) 構成比(％)

日　　　　　　　本 4,088 90.0 ─

中　　　南　　　米 302 6.7 ─

アジア・オセアニア 151 3.3 ─

合　　　　　　　計 4,543 100.0 ─

(注) １　金額は標準的販売価格にて算出しております。

２　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当社グループのミニラボシステム機器は、計画生産方式を採用しており、大型ラボ機器(省力機器は含

まず)は受注生産方式を採用しております。大型ラボ機器につきましては、少量のため記載を省略してお

ります。

　
(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日) 前年同四半期比(％)

金額(百万円) 構成比(％)

日　　　　　　　本 1,770 23.5 ─

北　　　　　　　米 3,205 42.5 ─

中　　　南　　　米 522 6.9 ─

ヨ　ー　ロ　ッ　パ 819 10.8 ─

アジア・オセアニア 1,227 16.3 ─

合　　　　　　　計 7,545 100.0 ─

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

Walgreen National Corporation803 11.0 ─ ─

FUJIFILM U.S.A., Inc. ─ ─ 985 13.1

３　本表の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く経済環境は、中国などアジア経済は拡大

基調にあるものの、不安定な米国経済から円高が加速し、欧州の信用不安など相俟って、先行きは不透明

感の様相を呈しております。

当社関連市場におきましては、景況の不透明感がぬぐえない中、市場環境は写真プリント需要が引き続

き落ち込んでおり、先進国、新興国を含めて、ミニラボ店の設備投資の抑制が続いております。

このような状況の中、当社グループでは、当期を第２の創業と位置付け、「face the NEXT」を新たな経

営ビジョンに掲げて、写真プリント機器を中心としたイメージング事業で継続的に収益の出せる体制を

追求してまいりました。加えて、医療、環境、食を中心とした事業を新たな成長領域と捉え、積極的に挑戦

してまいりました。

まず、基盤事業であるイメージング事業では、プリント量の減退が続く中、デジタル関連サービスが多

様化してきております。当社としましては、商品の選択と集中を図り、インクジェットミニラボ「D703」、

「D1005」、 銀塩ミニラボ「QSS-37型」シリーズを中心に販売展開いたしました。また、お客様に最適な

サービスを提供していくために、積極的にアライアンスを活用し迅速果断に対応するとともに、サービス

プロバイダーとしての事業領域を拡大させました。

　次に、成長領域にある新規事業では、医療、環境、食という新しい分野で、当社の保有するものづくり、販

売、サービス、ＩＴなどを駆使し、新しい事業ポートフォリオの構築を図ってまいりました。特に、医療関

連分野では、ドクターネット社の買収による遠隔医療支援ビジネスへの参入、当社プラズマ事業推進部か

ら独立した滅菌技術を活用したサイアン社の設立、また、食の分野でも、野菜生産ファーム(植物工場)で

あるＮＫアグリ社の安定生産と市販展開など、様々な事業施策を展開してまいりました。

その結果、当第１四半期連結会計期間の売上高につきましては、75億45百万円(前年同期比3.2％増)と

微増となりました。内訳としては、国内売上高は12億23百万円(前年同期比28.5％減)、海外売上高は63億

21百万円(前年同期比12.8％増)となり、連結売上高全体に占める海外売上高比率は、83.8％と前年同期か

ら7.2ポイント上昇いたしました。

次にコスト面につきましては、グループ全体で更なるコスト構造の見直しに取組みました。

　販売費及び一般管理費につきましては、徹底的に経費の圧縮に努めたことが奏功し、38億77百万円(前年

同期比29.2％減)と前年同期に比べ15億99百万円削減となりました。

　結果として、営業損失は１億81百万円(前年同期は営業損失13億61百万円)となりましたが、前年同期に

比べ11億80百万円改善し、徐々に構造改革効果があらわれてきました。

また、営業外損益につきましては、米国景気の先行き不安や欧州金融不安などから円高が加速し、為替

差損が前年同期に比べ５億61百万円増加したことから、経常損失は５億42百万円(前年同期は経常損失10

億86百万円)となり、四半期純損失は６億82百万円(前年同期は四半期純損失11億65百万円)となりまし

た。

　

セグメント別の業績は次のとおりであります。
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①　日本

日本におきましては、基盤事業分野であるイメージング事業において、「集客」をテーマに積極的に

展示会等に出展し、業界の活性化に繋がるビジネス提案を訴求してまいりました。しかしながら、設備

投資の抑制や販売価格の下落などが影響し、売上高は50億７百万円(前年同期比2.6％減)となりまし

た。

　費用につきましては、構造改革による削減効果が顕在化してきており、営業費用は44億34百万円(前年

同期比30.9％減)と大幅に削減した結果、営業利益は５億72百万円(前年同期は営業損失12億69百万円)

となりました。

　

②　北米

北米におきましては、連結売上高の４割強を占める最重点地域であり、大手顧客を中心に市場に応じ

た販売戦略を強化してまいりました。米ドルに対する為替相場が6.0％の円高基調で推移し円換算額が

減少したものの、アメリカ、カナダでの販売が伸張したことから、売上高は32億30百万円(前年同期比

42.9％増)となりました。

　費用につきましては、売上高が増加したことにより、営業費用は33億85百万円(前年同期比57.9％増)

となり、加えて、利益率が比較的低い機種販売が大半を占めたため、営業損失は１億54百万円(前年同期

は営業利益１億16百万円)となりました。

　

③　中南米

中南米におきましては、ブラジルでの販売が堅調に推移し、中南米全体の販売を牽引したことから、

売上高は５億36百万円(前年同期比30.8％増)となりました。

　費用につきましては、売上高が増加したことにより、営業費用は５億66百万円(前年同期比39.1％増)

となり、営業損失は29百万円(前年同期は営業利益３百万円)となりました。

　

④　ヨーロッパ

ヨーロッパにおきましては、総じて前年同期並みの水準で推移し、売上高は８億24百万円(前年同期

比2.0％増)となりました。

　費用につきましては、売上高が増加しましたが、構造改革による削減効果もあり営業費用は10億37百

万円(前年同期比3.4％減)となりました。その結果、前年同期に比べ52百万円改善し、営業損失は２億13

百万円(前年同期は営業損失２億65百万円)となりました。

　

⑤　アジア・オセアニア

アジア・オセアニアにおきましては、オセアニア地域で豪州が好調に推移したことから、売上高は12

億49百万円(前年同期比37.6％増)となりました。

　費用につきましては、売上高が増加し、営業費用は11億97百万円(前年同期比25.8％増)となり、営業利

益は51百万円(前年同期は営業損失43百万円)となりました。

　

(注)　売上高にはセグメント間売上を含めております。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は767億29百万円となり、前連結会計年度末と比較して47

億81百万円減少しました。

流動資産は、78億34百万円の減少となりました。これは主に現金及び預金が72億５百万円、満期償還に

より有価証券が15億49百万円減少したことと、受取手形及び売掛金が12億42百万円増加したことによる

ものです。

固定資産は、30億53百万円の増加となりました。これは主に子会社株式取得に伴うのれんの計上によ

り、無形固定資産が29億73百万円増加したことによるものです。

負債は、38億52百万円の減少となりました。これは主に希望退職制度に伴う退職特別加算金等の支払に

より、流動負債その他に含まれております未払金が29億20百万円、退職給付引当金が３億50百万円、支払

手形及び買掛金が１億77百万円減少したことによるものです。

純資産は、９億28百万円の減少となりました。これは当期純損失により利益剰余金が６億82百万円減少

したことと、評価・換算差額等が２億13百万円減少したことによるものです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計

年度末に比べ74億39百万円減少し228億５百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは45億25百万円の資金の減少(前年同期は、２億30百万円の増

加)となりました。資金の減少の主な要因は、希望退職制度等に伴う未払金の減少額24億79百万円、売上

債権の増加額10億89百万円、税金等調整前四半期純損失６億43百万円となっております。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは24億34百万円の資金の減少(前年同期は、９億24百万円の減

少)となりました。資金の減少の主な要因は、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出32

億15百万円、投資有価証券の取得による支出５億２百万円となっております。資金の増加の主な要因

は、有価証券の償還等による純増額12億96百万円となっております。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは短期借入金の返済などにより、１億56百万円の資金の減少(前

年同期は、５億51百万円の減少)となっております。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた問題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当社グループの当第１四半期連結会計期間の研究開発費に係る総額は２億90百万円(当第１四半期連

結会計期間の総製造費用に計上した試験研究費92百万円を含む)となっております。

なお、当第１四半期連結会計期間において当社グループの研究開発活動について重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 64,000,000

計 64,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,190,87236,190,872
東京証券取引所
大阪証券取引所
各市場第一部

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式
単元株式数は100株

計 36,190,87236,190,872― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日
～平成22年６月30日

─ 36,190,872 ─ 7,025 ─ 17,913

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年３月31日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 576,700

―
権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式

完全議決権株式(その他) 普通株式 35,610,000 356,096 同上

単元未満株式 普通株式 4,172 ― 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 36,190,872 ― ―

総株主の議決権 ― 356,096 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式28株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

ノーリツ鋼機株式会社
和歌山市梅原
579番地の１

576,700 ― 576,700 1.59

計 ― 576,700 ― 576,700 1.59

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 781 761 710

最低(円) 658 631 642

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,122 28,328

受取手形及び売掛金 6,691 5,448

有価証券 5,074 6,623

商品及び製品 11,191 11,383

仕掛品 407 424

原材料及び貯蔵品 338 278

繰延税金資産 562 466

その他 2,935 3,126

貸倒引当金 △583 △504

流動資産合計 47,740 55,574

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 29,131 28,984

機械装置及び運搬具 7,763 7,849

土地 7,180 7,180

建設仮勘定 39 74

その他 15,065 15,064

減価償却累計額 △43,373 △43,346

有形固定資産合計 15,805 15,807

無形固定資産

のれん 3,185

その他 1,577

無形固定資産合計 4,763 1,789

投資その他の資産

投資有価証券 6,672 6,675

長期貸付金 519 519

繰延税金資産 331 335

その他 1,153 1,073

貸倒引当金 △256 △265

投資その他の資産合計 8,420 8,338

固定資産合計 28,988 25,935

資産合計 76,729 81,510
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,075 6,252

短期借入金 － 142

1年内返済予定の長期借入金 6 －

未払法人税等 360 435

繰延税金負債 53 53

賞与引当金 250 221

債務保証損失引当金 215 219

製品保証引当金 503 549

その他 4,044 7,094

流動負債合計 11,511 14,969

固定負債

長期借入金 7 －

繰延税金負債 63 201

退職給付引当金 106 457

その他 644 557

固定負債合計 820 1,216

負債合計 12,332 16,185

純資産の部

株主資本

資本金 7,025 7,025

資本剰余金 17,913 17,913

利益剰余金 43,962 44,644

自己株式 △1,211 △1,211

株主資本合計 67,690 68,372

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 26 227

繰延ヘッジ損益 2 0

為替換算調整勘定 △3,327 △3,312

評価・換算差額等合計 △3,298 △3,085

少数株主持分 5 38

純資産合計 64,396 65,325

負債純資産合計 76,729 81,510
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 7,314 7,545

売上原価 3,199 3,849

売上総利益 4,115 3,696

販売費及び一般管理費 ※１
 5,477

※１
 3,877

営業損失（△） △1,361 △181

営業外収益

受取利息 202 187

受取配当金 25 22

持分法による投資利益 8 －

その他 65 129

営業外収益合計 301 339

営業外費用

支払利息 0 1

売上割引 5 11

デリバティブ評価損 0 －

為替差損 3 565

持分法による投資損失 － 102

その他 16 20

営業外費用合計 26 701

経常損失（△） △1,086 △542

特別利益

固定資産売却益 4 5

貸倒引当金戻入額 13 17

債務保証損失引当金戻入額 3 0

特別利益合計 21 23

特別損失

固定資産除売却損 34 5

構造改革費用 － 118

特別損失合計 34 123

税金等調整前四半期純損失（△） △1,099 △643

法人税、住民税及び事業税 73 31

法人税等調整額 △7 40

法人税等合計 65 72

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △715

少数株主損失（△） － △33

四半期純損失（△） △1,165 △682
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,099 △643

減価償却費 535 315

のれん償却額 － 10

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6 △35

賞与引当金の増減額（△は減少） 305 3

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △7 0

製品保証引当金の増減額（△は減少） 43 △48

退職給付引当金の増減額（△は減少） △0 △350

前払年金費用の増減額（△は増加） 46 －

受取利息及び受取配当金 △227 △210

支払利息 0 1

為替差損益（△は益） △6 306

持分法による投資損益（△は益） △8 102

有形固定資産除売却損益（△は益） 29 △0

売上債権の増減額（△は増加） 681 △1,089

たな卸資産の増減額（△は増加） △515 467

仕入債務の増減額（△は減少） 311 △339

希望退職制度等に伴う未払金の増減額（△は減
少）

－ △2,479

前受収益の増減額（△は減少） △71 △65

その他 99 △595

小計 124 △4,649

利息及び配当金の受取額 229 215

利息の支払額 △0 △1

法人税等の支払額 △122 △90

営業活動によるキャッシュ・フロー 230 △4,525

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △7,806 △1,599

定期預金の払戻による収入 6,578 1,609

有価証券の取得による支出 △1,197 △1,301

有価証券の償還による収入 2,514 2,597

信託受益権の取得による支出 △400 △300

信託受益権の償還による収入 400 600

有形固定資産の取得による支出 △424 △312

有形固定資産の売却による収入 7 9

投資有価証券の取得による支出 △500 △502

貸付けによる支出 △1 －

貸付金の回収による収入 19 2

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △3,215

その他 △115 △21

投資活動によるキャッシュ・フロー △924 △2,434
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △16 △16

配当金の支払額 △534 －

短期借入金の返済による支出 － △140

財務活動によるキャッシュ・フロー △551 △156

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,097 △323

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △147 △7,439

現金及び現金同等物の期首残高 31,839 30,245

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 31,691

※
 22,805
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１  連結の範囲に関する事項の変更

(1)連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、㈱ドクターネットは新たに株式を取得したため、連結の範囲に含めており

ます。

(2)変更後の連結子会社の数

25社

２  持分法の適用に関する事項の変更

(1)持分法適用非連結子会社

①持分法適用非連結子会社の変更

当第１四半期連結会計期間より、㈱サイアンは新たに設立しましたが、重要性がないため、持分法適用会社に

含めております。

②変更後の持分法適用非連結子会社の数    ２社

(2)持分法適用関連会社

①持分法適用関連会社の変更

該当事項はありません。

②持分法適用関連会社の数    ３社

３  会計処理基準に関する事項の変更

(1)「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号 平成20年３月10

日)を適用しております。

なお、これによる経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響はありません。

(2)「資産除去債務に関する会計基準」の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)

を適用しております。

なお、これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響はありません。

(3)「企業結合に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 平成20年12月26日)、

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)、「『研究開発費等に係る会

計基準』の一部改正」(企業会計基準第23号 平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計基準」(企業会

計基準第７号 平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号 平成20年12月26日公

表分)及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準第10号 平成20年

12月26日)を適用しております。

なお、これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響はありません。
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【表示方法の変更】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

(四半期連結貸借対照表関係)

　「のれん」は、資産総額の100分の１を超えることとなったため、当第１四半期連結会計期間より独立掲記するこ

ととしております。なお、前第１四半期連結会計期間の無形固定資産に含まれる「のれん」はありません。

 
(四半期連結損益計算書関係)

　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準委員会企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づき財務

諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日 内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累

計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

たな卸資産の評価方法

当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の実地たな

卸高を基礎として合理的な方法により算出する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　１　偶発債務

(1) リース利用により当社製品等を購入した顧客の

リース契約に関する債務保証残高は、以下のと

おりであります。

akf bank GmbH & Co.628百万円

akf leasing GmbH & Co.305

ＪＡ三井リース㈱ 303

Safra Leasing S.A.
Arrendamento Mercantil

258

三井住友ファイナンス＆
リース㈱

237

その他(23社) 534

合計 2,267

　１　偶発債務

(1) リース利用により当社製品を購入した顧客の

リース契約に関する債務保証残高は、以下のと

おりであります。

akf bank GmbH & Co.707百万円

akf leasing GmbH & Co.364

Safra Leasing S.A.
Arrendamento Mercantil

285

三井住友ファイナンス＆
リース㈱

245

Banc of America Vendor 
Finance, Inc.

142

Unibanco Leasing
Arrendamento Mercantil S/A

108

AKF Leasing Polska S.A.76

BAL Global Finance
Canada Corporation

65

その他(18社) 292

合計 2,288

(2) 当社製品を購入したソウル支店及び諾日士 (上

海) 精密機械製造有限公司の顧客の金融機関借

入に対する債務保証残高は、以下のとおりであ

ります。

韓国ＣＩＴＩ銀行 184百万円

三井住友(中国)有限公司 5

合計 190

(2) 当社製品を購入したソウル支店の顧客の金融機

関借入に対する債務保証残高は、以下のとおり

であります。

韓国ＣＩＴＩ銀行 220百万円

 

(3) 当社グループの店舗出店に関連して建物を所有

する事業体の金融機関等からの借入金384百万

円に連帯保証を行っております。

(3) 当社グループの店舗出店に関連して建物を所有

する事業体の金融機関等からの借入金384百万

円に連帯保証を行っております。

　

(四半期連結損益計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

荷造運送費 304百万円

広告宣伝費 259

製品保証費 77

製品保証引当金繰入額 45

貸倒引当金繰入額 39

給料・賞与 1,598

賞与引当金繰入額 161

退職給付費用 61

福利厚生費 352

通信・旅費交通費 248

研究開発費 732

減価償却費 265

賃借料 206

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

荷造運送費 209百万円

広告宣伝費 153

貸倒引当金繰入額 18

給料・賞与 1,388

賞与引当金繰入額 7

退職給付費用 34

福利厚生費 337

通信・旅費交通費 237

研究開発費 198

減価償却費 196

賃借料 193
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 平成21年６月30日　
現金及び預金勘定 29,217百万円

現金及び預金勘定に含まれ

ている外貨建定期預金
△2,996　

有価証券勘定に含まれてい

る国内ＣＤ
5,470　

現金及び現金同等物 31,691　
　 　 　

 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　 平成22年６月30日　
現金及び預金勘定 21,122百万円

現金及び預金勘定に含まれ

ている外貨建定期預金
△516　

有価証券勘定に含まれてい

る国内ＣＤ
2,200　

現金及び現金同等物 22,805　
　 　 　

 

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年６月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 36,190

　
　
２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(千株) 576

　
　

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。

　

４  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

当社グループは、写真処理機器の販売及び写真用品の販売・写真の現像・焼付サービスを事業として

行っておりますが、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める写真処理機器の販売事

業の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
　

　
日本
(百万円)

北米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

アジア・
オセアニア
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,012 2,247 804 876 373 7,314 ─ 7,314

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,130 12 3 31 36 2,215 (2,215) ─

計 5,143 2,260 808 907 410 9,529 (2,215)7,314

　　営業利益又は
営業損失(△)

△1,269 116 △265 △43 3 △1,459 97 △1,361

(注) １　国又は地域の区分の方法及び本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度及び社内管理体系によっております。

　　(2) 本邦以外の区分に属する主な国又は地域

北米………………アメリカ・カナダ

ヨーロッパ………ドイツ・イタリア・イギリス

アジア・
オセアニア

………中国・オーストラリア・台湾

その他の地域……ブラジル・メキシコ
　

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)
　

　 北米 ヨーロッパ
アジア・
オセアニア

その他の
地域

計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 2,550 829 1,370 852 5,603

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　 　 　 　 7,314

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

34.9 11.3 18.7 11.7 76.6

(注) １　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　(1) 国又は地域の区分は、地理的近接度及び社内管理体系によっております。

　　(2) 各区分に属する主な国又は地域

北米………………アメリカ・カナダ

ヨーロッパ………イタリア・ドイツ・フランス

アジア・
オセアニア

………中国・インド・オーストラリア

その他の地域……ブラジル・メキシコ
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、最高意思決定機関である取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討

を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、主に写真処理機器の製造販売を事業内容とする単一事業であり、各地域において包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、販売体制を基礎とした所在地域別のセグメントから構成されており、「日

本」、「北米」、「中南米」、「ヨーロッパ」及び「アジア・オセアニア」の５つの所在地域を報告セグメ

ントとしております。

　
２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

調整額
(注)

四半期連結
損益計算書
計上額日本 北米 中南米 ヨーロッパ

アジア・
オセアニア

計

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

      外部顧客に
　　　対する売上高

1,770 3,205 522 819 1,227 7,545 ─ 7,545

      セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

3,236 25 14 4 21 3,302 △3,302 ─

計 5,007 3,230 536 824 1,249 10,847△3,302 7,545

　　セグメント利益
又は損失(△)

572 △154 △29 △213 51 227 △408 △181

(注)  セグメント利益又は損失(△)の調整額には、セグメント間取引消去及びセグメント間取引に係るたな卸資産の調

整額等が含まれております。

　
３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

該当事項はありません。

　

(のれんの金額の重要な変動)

「日本」セグメントにおいて、株式会社ドクターネットの株式取得時における時価純資産額が取得原
価を下回ったため、その差額をのれんとして認識しております。
　なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計期間においては2,986百万円でありま
す。

　

(重要な負ののれん発生益)

該当事項はありません。

　
　 (追加情報)

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号

平成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指

針第20号 平成20年３月21日)を適用しております。
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(企業結合等関係)

当第１四半期連結会計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日）

取得による企業結合

 (株式会社ドクターネットの株式取得)

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的

形式及び取得した議決権比率

①  被取得企業の名称及び事業の内容

名称        ：株式会社ドクターネット

事業の内容  ：遠隔医療支援事業、ITソリューション事業

②  企業結合を行った主な理由

  当社グループでは、当期を第２の創業と位置付け、「face the NEXT」を新たな経営ビジョン

として掲げ、イメージング事業に続く新たな事業分野として、医療、環境、食といった事業分野の

拡充を図ってまいりました。このような状況の中、医療分野での事業展開を目指し、遠隔医療支

援事業等の拡大を図るため、子会社化することといたしました。

③  企業結合日

  平成22年６月29日

④  企業結合の法的形式

  現金による株式の取得

⑤  取得した議決権比率

  100％

　

(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

  平成22年６月30日をみなし取得日としているため、該当ありません。

　

(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳

株式の購入代価 3,727百万円

取得原価 3,727百万円

　

(4) 発生したのれんの金額、発生原因、償却の方法及び償却期間

①  発生したのれんの金額        2,986百万円

②  発生原因

  企業結合時の時価純資産額が、取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識してお

ります。

③  償却方法及び償却期間

  15年間で均等償却

　

(5) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期間に係る四

半期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

  金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 1,808円３銭
　

１株当たり純資産額 1,833円18銭
　

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 64,396 65,325

純資産の部の合計額から控除する金額

(百万円)
5 38

(うち少数株主持分(百万円)) (5) (38)

普通株式に係る四半期連結会計期間末(連結

会計年度末)の純資産額(百万円)
64,391 65,286

１株当たり純資産額の算定に用いられた

四半期連結会計期間末(連結会計年度末)の

普通株式数(株)

35,614,144 35,614,144

　

２  １株当たり四半期純損失金額

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

　 　
１株当たり四半期純損失金額 32円71銭

　

１株当たり四半期純損失金額 19円15銭
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期純損失(百万円) 1,165 682

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 1,165 682

普通株式の期中平均株式数(株) 35,614,226 35,614,144

　
２ 【その他】

該当事項はありません。

　

　

EDINET提出書類

ノーリツ鋼機株式会社(E02322)

四半期報告書

24/27



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月７日

ノーリツ鋼機株式会社

　取 締 役 会　 御中　　

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員 　

公認会計士　 吉   村   祥 二 郎　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員 　

公認会計士　 黒   澤   謙 太 郎　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているノー

リツ鋼機株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ノーリツ鋼機株式会社及び連結子会社の平成

21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月５日

ノーリツ鋼機株式会社

　取 締 役 会　 御中　　

　

有限責任監査法人　トーマツ

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員 　

公認会計士　 吉   村   祥 二 郎　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員 　

公認会計士　 黒   澤   謙 太 郎　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているノー

リツ鋼機株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ノーリツ鋼機株式会社及び連結子会社の平成

22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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